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●大型小売店業態別販売額構成比
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●大型小売店業態別販売額・同対前年比
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資料：県観光政策課「観光客動態調査報告書」

●観光客入込数の推移
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資料：県観光政策課「観光客動態調査報告書」

●目的別観光客入込数（平成21年度）

その他
30.9%

香港
4.7%

タイ
5.2%

台湾
6.1%

大韓
民国
7.1%

シンガ
ポール
2.5%

マレーシ
ア2.5%

インドネ
シア2.7%

ドイツ
3.1%

アメリカ
合衆国
10.9%

中華人
民共和

国
24.3%

輸出額
48,321億円

その他
28.9%

オランダ
2.6%

大韓民国
2.6%

タイ 3.0%

カナダ 2.8%

マレーシア
3.5% ドイツ 5.8%

インドネシ
ア 4.9%

中華人民
共和国
26.1%

アメリカ
合衆国
11.3%

オーストラリ
ア8.5%

輸入額
27,695億円

●神戸港の国別輸出入額構成比
（平成21年）

資料：神戸税関「県別貿易概況」
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資料：県農林経済課
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●信用組合の預金積立金と貸出金の推移

資料：兵庫県信用組合協会

（十億円）

■預金積立金
□貸出金

4,410
億円

9,227
億円

（年度末）

（注）旧神戸商銀（関西興銀→現近畿産業信組）、旧朝銀兵庫（朝銀近畿）の計数を除く。
ただし、平成14年3月末以降は、朝銀近畿が兵庫ひまわりとなったことから、
兵庫ひまわりの計数は含む。
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資料：兵庫県信用保証協会
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●企業倒産件数・負債額の推移
（負債1,000万円以上）

（年）

（件）

負債額

（億円）

倒産件数

730件

1,450億円

●企業倒産状況（平成21年、負債1,000万円以上）

業種別

建設工事
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サービス

23.3%食品
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運輸・通信
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繊維・染色 4.8%

その他 10.5%

原因別

販売不振
75.6%

放漫経営7.4%

既往のシワ寄せ
4.4%

過小資本 4.2%

他社倒産の余波 3.4%

信用性低下 2.3%
その他 2.6%

資料：東京商工リサーチ



物価・家計
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4.7%

被服及び履
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光熱・水道
6.6%

教育
7.0%

●勤労者世帯1か月間の家計消費支出
（神戸市 平成21年）

資料：総務省統計局「家計調査年報 家計収支編」

消費支出
297,823円

●消費者物価総合指数と対前年上昇率の
推移（各年平均）

資料：総務省統計局「消費者物価指数年報 平成21年」
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●主要耐久消費財の普及率（兵庫県 二人以上の世帯）

96

98

100

102

104

106

108

平7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

総合指数

（年）



県民経済

0

50

100

150

200

250

300

350

平10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

県民所得 国民所得

資料：内閣府「平成19年度県民経済計算」
県統計課「平成19年度兵庫県民経済計算」

●1人当たり県（国）民所得と
経済成長率（実質）の推移
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●県内総生産の推移

資料：県統計課「平成19年度兵庫県民経済計算」

（年度）

（兆円）

986億円

第3次産業

第2次産業

第1次産業

14兆3,316億円

5兆5,469億円

（注）各産業総生産には帰属利子等を含む
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●県内総生産の経済活動別割合
（平成19年度）

資料：県統計課「平成19年度兵庫県民経済計算」
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●平成19年度県内総生産とOECD加盟諸国
との比較
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資料：内閣府「平成19年度県民経済計算」
県統計課「平成19年度兵庫県民経済計算」



●兵庫県民経済計算の概念と相互関連

(1) 県内産出総額
（市場価格表示）

(2) 県内総生産（生産側）
（市場価格表示）

(3) 県民総生産
（市場価格表示）

県外からの
所得(純)

生産・輸入品
に課される税
（控除）補助金

(4) 県内純生産
（市場価格表示）

生産・輸入品
に課される税
（控除）補助金

(5) 県内純生産
（要素費用表示）

営業余剰・
混合所得

(6) 県民純生産
（要素費用表示）

県外からの
所得(純)

分
配
面

(7) 県民所得（分配）
（要素費用表示）

財産所得 企業所得

(8) 県内総生産（支出側）
（市場価格表示）

純移出入 統計上の
不突合

(9) 県民総所得
（市場価格表示）

県外からの
所得(純)

中間投入
（原材料等）

県内純生産（要素費用表示） 固定資本減耗

最終生産物

県内総生産（付加価値）

┌
│
支

出

面
│
└

県内純生産（要素費用表示）

┌
│
│
│
│
│
│
│
│
生

産

面
│
│
│
│
│
│
│
│
└

県内総資本形成
総固定 在庫品
資本形成 増加

県内純生産（要素費用表示）

県内雇用者報酬

県内総生産（市場価格表示）

民間最終 政府最終
消費支出 消費支出

県民雇用者報酬


